
新

坂市人権政策推進基本

規

方針推進本部員等の会

完

管理。須坂市人権政策

了

推進基本方針推進本部

事

員等の会

議。部落差別

業

をはじめあらゆる差別

ゼ

撤廃・人権擁護審 議の

ロ

開催。部落差別をはじ

予

めあらゆる差別撤廃・

算

人権

議会の開催。地域

事

人権交流施設の市の直

業

営による委託 擁護審議

担

会。地域人権交流施設

当

の市の直営による委託

者

及び指定管理による委

全

託。各団体に負担金支

体

出 及び指定管理による

計

委託。各団体に負担金

画

支出

平成31年度　予

経

定 平成32年度　予定

費

須坂市人権政策推進基

区

本方針に基づく実施計

分

画の進捗 須坂市人権政

内

策推進基本方針に基づ

線

く実施計画の進捗

管理

事

。須坂市人権政策推進

務

基本方針推進本部員等

事

の会 管理。須坂市人権

業

政策推進基本方針推進

名

本部員等の会

議の開催

所

。部落差別をはじめあ

　

らゆる差別撤廃・人権

　

議の開催。部落差別を

属

はじめあらゆる差別撤

施

廃・人権

擁護審議会。

　

地域人権交流施設の市

　

の直営による委託 擁護

策

審議会。地域人権交流

会

施設の市の直営による

計

委託

及び指定管理によ

予

る委託。各団体に負担

算

金支出 及び指定管理に

科

よる委託。各団体に負

目

担金支出

科目
事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤

全体計画 経費区分 － 内線 3231

事務事業名 4144 人権政策事業

所　　属 131000 社会共創部・人権同和政策課

施　　策 07013600 人権が尊重される社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 020000 人権政策事業

事業目的 事業概要・効果 

基本的人権が尊重され、差別のない明るい社会の実現 須坂市人権政策推進基本方針に基づく事業、部落差別

を目指すため部落差別をはじめあらゆる差別をなくす をはじめあらゆる差別撤廃・人権擁護審議会による審

事業をすすめ、人権が尊重される社会づくりに積極的 議、地域人権交流施設の指定管理委託、各団体等への

に係れるよう、市民一

内

人ひとりの人権意識の

部

高揚を図 負担金、臨時

評

職員賃金等

る。

ＰＬＡ

価

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

【

予定

平成27年度　実

二

績 平成28年度　実績

次

須坂市人権政策推進基

】

本方針に基づく実施計

1

画の進捗 須坂市人権政

頁

策推進基本方針に基づ

平

く実施計画の進捗

管理

成

。須坂市人権政策推進

３

基本方針推進本部員等

０

の会 管理。須坂市人権

年

政策推進基本方針推進

度

本部員等の会

議。部落

　

差別をはじめあらゆる

行

差別撤廃・人権擁護審

政

議。部落差別をはじめ

評

あらゆる差別撤廃・人

価

権擁護審

議会の開催。

事

地域人権交流施設の指

業

定管理委託。各団 議会

別

の開催。地域人権交流

シ

施設の市の直営による

ー

委託

体に負担金支出 及

ト

び指定管理による委託

実

。各団体に負担金支出

計

平成29年度　実績 平

対

成30年度　予定

須坂

象

市人権政策推進基本方

評

針に基づく実施計画の

価

進捗 須坂市人権政策推

対

進基本方針に基づく実

象

施計画の進捗

管理。須



.2 0.2
人員数

嘱託職員 0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.1 0.1

正規職員 1,429.8 1,429.8

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 117.9 117.9

計 1,547.7 1,547.7

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,996.7 4,267.7

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費 0

消耗品98、燃料費17、光熱水費(電気料)78、光熱水費(ガス代)46、
11節 需用費 474

光熱水費(水道料)30、光熱水費16(下水道料)、修繕料189

内

本郷地区同和施設管理

部

委託料50、地域人権

評

交流施設の指定管理委

価

託358
13節 委託

【

費 408

15節 工事

二

請負費 0

長野犯罪被害

次

者支援センター負担金

】

80、会議出席負担金

2

40
19節 負担金補

頁

助及び交付金 120

報

指

酬36、臨時職員賃金

 

1145、臨時職員社

標

会保険料174、旅費

 

23、郵便料3、
その

名

他 1,447
土地借上

算

料66

　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,449 2,720

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 77 74

一般財源 2,372 2,646

正規職員 0



委

の課題と受

け止め、家

託

庭、社会、企業、職場

費

等で人権が尊重され差

1

別のない明るい須坂市

5

の実現に向けて主体的

節

かつ積極
評   価

的

 

に取り組む必要がある

工

。
コメント

・事業の成

事

果は上がっているか

・

請

目標に対する達成度は

負

十分か

有 効 性 ・市

費

民生活上の課題解決に

1

貢献しているか 普通

・

9

行政内部の管理上の課

節

題解決に貢献している

 

か

・事業の目的が達成

負

できるような事業内容

担

になっているか

各町の

金

人権課題にあわせた「

補

町別人権問題学習会」

助

の開催により、身近な

及

人権が近くに存在する

び

ことや、人権

問題の正

交

しい知識の習得と課題

付

解決に向けた学習とな

金

るよう継続して実施す

そ

る。
評   価

コメン

の

ト

・成果を落とさずに

他

コストを削減する方法

Ｃ

はあるか

効 率 性 ・

Ｈ

効率性向上に努めてい

Ｅ

るか 変わらない

・使用

Ｃ

料などの受益者負担や

Ｋ

補助対象事業の範囲な

個

ど、財源確保の余地は

別

ないか

人権関連施設の

評

農機具格納庫や駐車場

価

等行政財産の貸出しに

項

より、財源確保に努め

目

た。

評   価

コメン

評

ト

振り返り（決算年度

価

の取組み課題）

須坂市

観

人権政策基本方針に基

点

づく人権に配慮した各

評

課が取り組む施策につ

価

いて、事業実績と次年

内

度の計画などの実施計

容

画

の進捗管理を取り組

・

んでいくこと。人権問

市

題を自らの課題として

民

受け止め、人権が尊重

の

される社会を目指して

生

主体的な行

動ができる

命

ようにしていくこと。

・

地域人権交流施設のあ

財

り方について、今後も

産

検討していく必要があ

を

る。

守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

消耗

平

品120、燃料費19

成

、光熱水費(電気料)

3

90、光熱水費(ガス

0

代)50、
11節 需

年

用費 549
光熱水費(

度

水道料)40、光熱水

当

費(下水道使用料)2

初

0、修繕料210

本郷

予

地区同和施設管理委託

算

料50、地域人権交流

　

施設の指定管理委託3

事

58、
13節 委託費

業

408

15節 工事請

費

負費 0

長野犯罪被害者

の

支援センター負担金8

内

0、会議出席負担金4

訳

0
19節 負担金補助

主

及び交付金 120

報酬

な

91、臨時職員賃金1

節

,190、臨時職員社

金

会保険料207、旅費

額

84、
その他 1,64

内

3
郵便料7、土地借り

容

上げ料64

ＣＨＥＣＫ

8

個別評価

項目 評価観点

節

評価内容

・市民の生命

 

・財産を守るため市が

 

実施することが必要不

報

可欠な事業であるか

・

償

行政内部の管理運営上

費

必要な事業であるか

必

1

 要 性 ・市が主体と

1

なり実施すべき事業か

節

高い

・法的な根拠や公

 

的関与の妥当性はある

需

か

・目的は結果（施策

用

の目指す理想）に結び

費

ついているか

須坂市人

1

権政策基本方針に基づ

3

く施策を実施すること

節

により、市民一人ひと

 

りが、人権問題を自ら



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行された 人権が尊重され、あらゆる差別のない明る

内

い社会実現

ことを踏ま

部

えて、須坂市人権政策

評

推進基本方針に基づ の

価

ため、引き続き須坂市

【

人権実施方針に基づき

二

取り組

いた施策を実施

次

し、地域人権交流施設

】

については、老 んでい

4

く。

朽化等もあり施設

頁

の在り方について関係

Ａ

者と協議を進

める必要

Ｃ

がある。

外部評価

次年

Ｔ

度以降の方向性

外部評

Ｉ

価コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


